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第11章 実施計画 

 第６章から第10章において定めた方針や方法を具体化するため，実施すべき施策の内容を整理

し，それぞれの実施期間を示した。 

 計画期間は，第１章(６)において，令和７(2025)年度から令和16(2034)年度までの10か年とし

ており，それを前期と後期とに区分し，それぞれ５か年の期間を設定し，計画付けた。 

 このうち前期の５か年では，これまでの取組を継続しながら，第二次整備事業に着手する。そ

の後の後期の５か年では，整備後の公開と連動して，各施策をさらに推進することとする。 

 なお実施状況を鑑み，また環境や前提条件等の変化が生じた場合には，必要に応じて都度修正・

改訂することで，適正かつ柔軟に対応していくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表11-1 施策の実施計画総括表 
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 実施にあたっては，昨今の厳しい財政状況や社会情勢を踏まえ，限られた予算と人員を有効に

活用するという視点のもと，次のような課題に対応していくことが必要である。 

〇必要な予算の確保 

   本史跡の保存活用，とりわけ整備を計画的かつ円滑に進めるためには，国や北海道との緊

密な連携のもとに，必要な財源の確保に努める必要がある。そのため，事業の必要性や目的，

効果等を明確に示す事業計画を作成し，事業費の確保を図る。また，ふるさと納税やクラウ

ドファンディングの活用を検討する。 

〇優先順位の設定と効率的な事業実施 

   本史跡の保存活用に関わる施策・事業は多岐にわたるため，各々の目的や効果等を確実に

把握したうえで優先順位を設定したスケジュールを作成し，それに沿って着実に取り進めて

いく必要がある。 

〇計画の進行管理 

   計画を円滑かつ効果的に進めるためには，その進行状況を常に確認し管理していく必要が

ある。そのため，定期的な経過観察や事業の節目，毎年度末等において，事業の進捗・達成

状況，効果，課題の把握・評価を行い，必要に応じ都度修正を加えることで，社会情勢の変

化により費用面や物品調達などに負の影響が生じた場合にも，柔軟かつ迅速な対応が可能と

なる。 

 


